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自助､共助による防災のための普及啓発･連携戦略

【戦略１：知識の普及】 【戦略２：参加者を得る】

【戦略３：参加者間の連携】

住民発意による
地域のための防災計画

ジェンダー平等
を目指す

保険共済の活用

防災ボランティア､
NPOとの連携

官民連携の推進

動画､パンフレット等
啓発ツールの作成

防災ポスター
コンクール

防災推進国民大会

津波防災
啓発の推進

事業継続計画
（BCP）の活用

防災教育

災害遺構の普及

TEAM防災ジャパン
防災白書

防災推進協議会



住民同士の連携〜地区防災計画制度の概要（2014年度-）〜

防 災 基 本 計 画

地 域 防 災 計 画

素案の提案

地区防災計画の作成

地 域 防 災 計 画

地 区 防 災 計 画

改訂の有無を判断

市町村
（市町村防災会議）

住民、事業者等

都道府県

国



住民同士の連携〜地区防災計画の取組事例〜

岐阜県 小坂町落合地区

× ×

指定避難所
（湯屋小学校）

一時避難所
（落合公民館）

一時避難所
（ひめしゃが）

×

×

×

一時避難場所を新たに地区内に確保

「自主防災マップ」を
作成し、全世帯に配布

福岡県 朝倉市

北海道 札幌時計台ビル

ビル内の69テナントが主体
となり訓練、備蓄を合同実施

徳島県 大塚製薬工場と自主防災会

鳴門市住民と共同して、

ワークショップや避難訓練を合同実施

一時避難所
（落合公民館）

指定避難所
（湯屋小学校）



（2018年4月公表）

NPO・ボランティア・行政の連携〜三者連携の重要性〜

＜主な災害とボランティア活動＞

１９９５年 阪神・淡路大震災 １３８万人

１９９７年 ナホトカ号海難事故 ２７万人

２００４年 台風２３号 ６万人

２００４年 新潟県中越地震 １０万人

２００７年 能登半島地震 ２万人

２００７年 中越沖地震 ２万人

２００９年 台風９号 ５万人

２０１１年 東日本大震災 １５０万人

２０１４年 広島豪雨災害 ４万人

２０１５年 関東・東北豪雨災害 ５万人

２０１６年 熊本地震 １２万人

２０１７年 九州北部豪雨 ６万人

２０１８年 ７月豪雨 ２２万人



NPO・ボランティア・行政の連携〜2018年7月豪雨時の連携〜

情報共有会議

県庁･内閣府

市町村

マッチング マッチング

要望

避難所の環境整備 プレイルーム(子供のケア)一般家庭の土砂出し 役割分担の調整

JVOADによる調整

被災者 被災者

被災者

災害ボラ
ンティア
センター

NPO等

災害時の連携

ボラン
ティア

◆全国情報共有会議と県別の情報共有会議を開催。



産業界と行政の連携〜災害情報ハブのイメージ〜

災害情報の
集約・共有

小売業者

インフラ管理者

運送業者

府省庁

地方公共団体

ライフライン事業者

災害対応者の迅速かつ的確な意思決定

現状

必要な情報を組み合わせて地図化

災害情報ハブ

・多様な主体が保有するバラバラの情報から必要な情報を、自ら探し、収集しなければならない

ハ ブ

・ガス供給停止
・停電
・断水・給水
・災害時SS
・携帯通信

・災害情報Dimaps
・航空写真衛星画像
・有床病院・通行規制情報

・通行実績

・小売店
・避難所
・物資拠点



産業界と行政の連携〜2018年７月豪雨への対応「DMAT支援用地図」〜

医療機関 (有床病院)(DMAT,7/7)

給水拠点 (広島県各市町村,7/9 11:00

停電状況 (中国電力,7/8 17:00)

道路規制箇所 (広島県,随時更新)

全面通行止め

その他の規制

※防災科研調べ）



地元関係者の連携〜大規模氾濫減災協議会制度（2017年度-）〜

多様な関係者が連携し洪水氾濫被害を軽減するため､「大規模氾濫減災協議会」制度を創設

構成員

協議会開催の様子

取組内容

○出水時には､タイムライン､ホットライン等の洪水対応を実践

○その他取組事例
・水害対応タイムラインの検証訓練の実施
・出水時対応について情報を共有する会議の実施
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7月 22日 7月 23日

H29.7 洪水

氾濫危険水位： 5.70m
避難判断水位： 5.50m

リエゾン派遣

水位状況報告

3:30 ～ 6:00

沿川地区に順次発令

氾濫注意水位： 5.00m

水位状況報告 間倉地区

(m)

8:00 
氾濫発生

7/24 以降、被災状況調査の関係
で、ホットラインを 3回実施。

(mm/h)

21:10 待機

0:50 出動

0:50 氾濫注意情報

2:30 ，4:50 
氾濫危険情報

氾濫発生情報

★：大仙市とのホットライン
●：エリアメール配信
●：避難情報
●：洪水予報
●：水防警報

既往最高水位
H23.6.24 7.74m

今回の洪水による最高水位
7月23日11:00 7.56m

湯沢河川国道事務所から大仙市へのホットラインの例
神宮寺水位観測所における水位とホットライン・避難情報発令のタイミング
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ホットライン（20:20）

ホットライン（22:20）

ホットライン（0:25）

ホットライン（1:35）

ホットライン（2:30）

ホットライン（3:04）

ホットライン（4:33）

ホットライン（6:35）

ホットライン（8:00）

ホットライン（8:39）

氾濫危険水位超過見込み、氾濫の可能性伝達

エリアメール配信連絡

リエゾン派遣

氾濫危険水位超過、（本川：神宮寺）
水位の見込み

氾濫危険水位超過
（支川玉川：長野）

溢水情報

市長から避難情報の報告

避難指示（22:30）
避難勧告・指示（3:30～6:00）

早いタイミングで避難勧告発令

氾濫危険水位超過見込み、氾濫の可能性伝達

3:13 緊急速報メール配信
（氾濫危険水位超過）

10:05 緊急速報メール配信
（氾濫発生）

大仙市長へのホットラインのようす

・国土交通省事務所長等
・当該河川の存する
市町村長
都道府県地域振興局地域整備部長、

土木事務所長等
区域の気象台長

・その他隣接する市町村長等
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7/7 3:50 
円山川ピーク水位6.96m

地元関係者の連携〜水害対応タイムラインによる情報共有〜

豊岡河川国道事務所から豊岡市へのホットラインの実績
立野・弘原・宮井水位観測所における水位とホットライン・避難情報発令のタイミング

★：豊岡市とのホットライン
●：避難情報
●：水防活動実施

今回の洪水による最高位水位
立野： 7/7 3:50   6.96m
宮井： 7/7 0:00 4.19m

7/6 22:50
兵庫県北部に
大雨特別警報発令

7/5 7/77/6

立野（氾濫危険6.2ｍ）

立野（氾濫注意4.5ｍ）

立野（避難判断5.2m)

宮井（避難判断4.1m)

宮井（氾濫注意3.2ｍ）

宮井（氾濫危険4.9ｍ）

★ホットライン(22:05)
氾濫注意水位（避難情報
発表目安）を超過

●避難勧告（22:10）
鶴岡区のうち多田野谷
日置区のうち向日置

★ホットライン(19:40)
氾濫注意水位（避難情報発表目安）
を超過し、更に水位上昇する予測

●避難準備（20:00）
奈佐地区全域他５地区

★ホットライン(6:10)
栃江橋漏水箇所に消
防団を派遣要請

円山川

奈佐川

ホットラインにより
避難情報発表時期を判断

●水防活動開始(7:15)
栃江橋漏水箇所での水
防活動を実施

漏水確認(6:07)

水
位
（
m
）

雨
量
（
m

m
/
h
）



行政・市民と学術界の連携〜防災学術連携体の概要〜

安全工学会 日本応用地質学会 日本古生物学会 日本第四紀学会

横断型基幹科学技術研究団体連合日本海洋学会 日本コンクリート工学会 日本地域経済学会

環境システム計測制御学会 日本火災学会 日本災害看護学会 日本地球惑星科学連合

空気調和・衛生工学会 日本火山学会 日本災害情報学会 日本地形学連合

計測自動制御学会 日本風工学会 日本災害復興学会 日本地質学会

こども環境学会 日本活断層学会 日本自然災害学会 日本地図学会

砂防学会 日本看護系学会協議会 日本森林学会 日本地理学会

石油学会 日本機械学会 日本地震学会 日本都市計画学会

ダム工学会 日本気象学会 日本地震工学会 日本水環境学会

地盤工学会 日本救急医学会 日本地すべり学会 日本リモートセンシング学会

地域安全学会 日本計画行政学会 日本自治体危機管理学会 日本緑化工学会

地理情報システム学会 日本建築学会 日本社会学会 日本ロボット学会

土木学会 日本原子力学会 日本集団災害医学会 農業農村工学会

日本安全教育学会 日本公衆衛生学会 日本造園学会 廃棄物資源循環学会

（2018年8月末現在：56学会）

◆東日本大震災を契機に、日本学術会議の土木工学・建築学委員会が幹事役となり
学際連携を推進。

◆これを踏まえ、2016年1月に「防災学術連携体」を創設。



行政・市民と学術界の連携〜防災学術連携体の対応〜

○熊本地震後の対応

2016年4月18日 熊本地震・緊急合同記者会見（8学会）

2016年5月02日 熊本地震・緊急報告会（17学会発表）

2016年7月16日 熊本地震・三ヶ月報告会（24学会発表）
熊本地震・緊急合同記者会見

熊本地震・緊急報告会○2018年西日本豪雨災害を受けての対応

○2017年九州北部豪雨を受けての対応

2017年12月20日 「九州北部豪雨災害と今後の対応」(シンポジウム)

2018年7月22日 幹事会による「西日本豪雨・市民への緊急メッセージ」記者発表

2017年9月10日 「西日本豪雨災害の緊急報告会」

学界間の情報共有と専門的な知見の提供


